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*  本稿の作成にあたり、一橋大学の黒崎卓先生をはじめ、World Agroforestry Centre の Frank 
Place 氏、政策研究大学院大学の山野峰先生には貴重なご助言を頂いた。ここに感謝の意を申し
上げたい。Chr. Michelsen Institute の Magnus Hatlebakk と Arne Wiig の両氏にも有益なコメ
ントを頂いた。もちろん本稿にありうべき全ての誤りは、筆者自身に帰するものである。本稿で用い
たマイクロデータは、GRIPS と ICRAF より提供されたものである。また、一橋大学グローバル COE 
プログラム「社会科学の高度統計・実証分析拠点構築」、日本学術振興会「特定国派遣研究者」プ
ログラムより支援を受けた。記して感謝申し上げる。 































目し検討したものとしてBhalotra and Heady（2003）によるwealth paradoxの研究がある。さ
らには、土地と児童労働の逆U字の関係を検討したBasu, Das, and Dutta（2010）など、児童
労働と土地との関係は広く注目を集めてきた。 
                                                   
1  児童労働に関するその他の研究としては、信用市場と保険市場の不完全性の下での天候ショッ
クの教育に対する影響を議論した Jacoby and Skoufias（1997）、信用市場の不完全性と児童労働
に注目した Jafarey and Lahiri（2002）、労働市場の不完全性に注目した研究に Dumas（2007）な
どがある。   3 
（2003）はガーナを対象とした実証研究で、児童労働は試験の点数に大きな悪影響を有する







本稿で用いるデータは、Research on Poverty, Environment, and Agricultural 
Technologies（RePEAT）というケニアの農村家計のマイクロデータである。RePEAT調査は
2004 年に二度、2007 年に一度の計三回、International Centre for Research on 
Agroforestry（ICRAF）が中心となって行われた 2ものであるが  、本稿では最新の 2007 年デ
ータ（調査実施時期：2007年2月）を利用し分析を行う（以下RePEAT 2007）。RePEATの調査
対象は、International Livestock Research Institute（ILRI、ケニア）が過去に行った調査の
ケニアの農村の約 2000 家計から、ランダムサンプリングによって抽出された約 800 の家計より
成る。本データは特に農業技術に焦点を当てたものだが、家計構成員の教育水準や資産状
況など、質問項目は多岐にわたる。調査対象は中央州（Central Province）、リフトバレー州
（Rift Valley Province）、西部州（Western Province）、ニャンザ州（Nyanza Province）の四
州で、ナイロビからのアクセスが比較的容易な地域である。またこの三回の調査とは別に、農
村の現状に対する理解をより深めるために、2009 年初頭に、RePEATの調査対象となった農










1  現況 
1.1  ケニアの教育 
                                                   
2  その他、日本の政策研究大学院大学、ケニアのイガートン大学テゲメオ研究所、International 
Livestock Research Institute（ILRI、ケニア）による共同調査である。 
3  一橋大学グローバル COE  プログラム「社会科学の高度統計・実証分析拠点構築」から支援のも
と、ICRAF の Frank Place 氏の協力にて実施した。なお調査票の作成にあたっては、Place 氏、政
策研究大学院大学の山野峰先生のアドバイスを頂いた。女児 34 人、男児 21 人について、平日と




（Somerset, 2009）。この改革により、初等教育就学率は大きく改善した（Ohba,  2009; 


















等教育入学年齢は 7 歳であるが、ケニアでは入学が遅れることが多く、RePEAT 2007 によると
入学率が 9 割を超えるのは 9 歳以降である。このため、初等教育における就学状況について
は、2007年度時点で 9歳以上 18歳以下の子供を対象に行う。中等教育への進学に関しては、






                                                   
4  7-4-2-3 制では初等教育が 7 年、前期中等教育が 4 年、後期中等教育が 2 年、大学教育が 3 年
である。8-4-4 制では、初等教育が 8 年、中等教育が 4 年、大学教育が 4 年である。 
5  2003 年の Kenyan Demographic and Health Surveys（KDHS）によると、20 歳以上の女性の
33.1%、同じく男性は 38.0%が中等教育を受けた経験を有するにすぎない。 
6  ケニアの一人当たり国民所得は Key Development Data & Statistics of the World Bank 
（http://www.worldbank.org）より。2008 年初頭における 1US$は約 70Ksh（Central Bank of 
Kenya, 2008）。 
7  RePEAT 2007 による就学状況の調査は、1986 年以降より 2001 年までに生まれた者、すなわち
2007 年において 6 歳以上 22 歳未満の者が対象である。初等教育における留年回数に関しては、
2007 年時点で 19 歳以上の子供の初等教育における記録が不十分なためこれを除き分析を行うこ








表 2 は中等教育を受けた経験を有する者の割合を州別にみたものである。中央州で 5 割を














1.2  ケニア農村の土地所有状況 










親より相続した土地を有する女性はデータのある 719 人のうち 119 人（16.6%）、男性に関し
ては 718 人のうち 493 人（68.7%）となっており、男性に比して土地を相続する女性は非常に少
ない。女性の平均面積は 0.57 エーカー、男性が 2.70 エーカーで、相続者数と面積の両面で
                                                   





女性の平均面積に関しても同様に、中央州で 0.47 エーカー、リフトバレー州で 0.58 エーカ
ー、西部州で 0.30 エーカー、ニャンザ州で 0.91 エーカーと、地域的な差違がみられる。男性
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9  あるいは信用アクセスを改善させる担保としての効果（collateral effect）とも言えよう。 
。また分析にはomitted variable biasが生じる









3  分析結果   























11  地域ダミーには州ダミー、県ダミーを利用している。県以下の行政単位は Location、
Sub-location、Village となっており、小中学校数は Sub-location のデータを利用している。欠落
データに関しては、RePAT 2004 のデータによって補足し、ダミーによって補正を行っている。これ
については表 4 注も参照されたい。 
12  労働力として投入された一日あたりの児童数と時間数、その年間総日数が利用可能である。こ
れらの積を被説明変数とし、家計単位で児童労働の決定要因を調べたものである。この際の分析
対象は初等教育年齢にある子供（7～14 歳）をもつ家計であり、分析対象家計数は 245 である。有
意な関係が見られないのは、単にサンプル数が減少したことが理由となっている可能性があること
に、留意すべきであろう。 
13  RePEAT 2007 では、40%が土地面積 1ha 以下の小農である。多様な信用アクセスを持つ富裕
農が存在する一方、多くの小農が外部に全く信用アクセスを持たない。たとえ土地を持っていたと














3.2  中等教育への進学率に対する効果 
表 6 は、中等教育の進学率に関し、プロビット分析を行った結果である。家計が相続により
得た土地面積が大きいほど、中等教育への進学率が低くなる傾向を示し、いわゆる wealth 















なお Basu, Das, and Dutta（2010）が示したように、土地面積が増えるとともに家族労働は
増加していくが、面積が大きくなり限界生産性が十分低下すると luxury axiom が成立し、家
族労働の需要が減少に転じるという逆 U 字の関係（つまり土地面積と中等教育への進学率の
間の U 字の関係）がある可能性も考えられる。このため土地面積の二乗項を加えて分析を行





















おり（Glewwe, Kremer, and Moulin, 2009）、早急に改善が必要である。 
中等教育への進学率に対しては、家計の有する土地面積が大きいほど進学率が有意に低
下するという分析結果が得られた。これは、ケニアの農村部において三つの市場が不完全で
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表 1  初等教育における留年回数 
留年回数 0回 1回 2回 3回 4回 5回 6回 合計 平均留年回数
331人 264人 68人 15人 5人 1人 1人 685人
48.32% 38.54% 9.93% 2.19% 0.73% 0.15% 0.15% 100.00%
81人 72人 19人 6人 2人 1人 0人 181人
44.75% 39.78% 10.50% 3.31% 1.10% 0.55% 0.00% 100.00%
133人 93人 27人 6人 1人 0人 1人 261人
50.96% 35.63% 10.34% 2.30% 0.38% 0.00% 0.38% 100.00%
43人 47人 12人 2人 2人 0人 0人 106人
40.57% 44.34% 11.32% 1.89% 1.89% 0.00% 0.00% 100.00%
74人 52人 10人 1人 0人 0人 0人 137人
21.02% 14.77% 2.84% 0.28% 0.00% 0.00% 0.00% 100.00%
留年回数 0回 1回 2回 3回 4回 5回 6回 合計 平均留年回数
151人 155人 32人 8人 4人 1人 1人 352人
42.90% 44.03% 9.09% 2.27% 1.14% 0.28% 0.28% 100.00%
180人 109人 36人 7人 1人 0人 0人 333人
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出所）RePEAT 2007 より筆者作成。   14 
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出所）RePEAT 2007 より筆者作成。   15 
表 3  相続による土地所有状況 
女性 男性 女性 男性
四州平均 16.55% 68.66% 0.57 2.70
中央州 17.60% 70.79% 0.47 1.96
リフトバレー州 12.38% 59.90% 0.58 4.19
西部州 9.90% 78.22% 0.30 2.26




出所）RePEAT 2007 より筆者作成。   16 
表 4a  記述統計量（初等教育） 
 
変数 サンプル数 平均　 標準偏差 最小値 最大値
子供の初等教育での留年回数 685 0.695 0.839 0 6
母の教育年数 685 7.118 3.805 0 16
父の教育年数 685 8.714 4.037 0 18
母の年齢 685 3.566 5.622 0 43
父の年齢 685 43.152 7.553 26 73
家計の土地面積（エーカー） 685 50.527 8.898 29 82
家計の資産総額（Ksh) 685 82110.53 208080.9 1170 2374350
家計の不労所得（Ksh) 685 17994.9 37099.26 0 300000
家計の家畜総額（Ksh) 685 53896.03 77587.27 0 715000
家計の農作物の種類数 685 10.366 3.899 0 28
家計の成人（20～59歳）構成員数 685 0.12 0.325 0 1
家計の60歳以上構成員数 685 0.486 0.5 0 1
家計の男児数 685 4.019 1.969 1 12
家計の女児数 685 0.266 0.515 0 2
私立小学校ダミー 685 3.086 1.659 0 8
女児ダミー 685 2.912 1.82 0 8
サブロケーションの小学校数 685 6.104 3.093 1 17
サブロケーションの中学校数 685 2.018 1.463 0 9  
 





によってコントロールを行っている。この手法に関しては Datt and Jolliffe（2005）を参照。 
   17 
表 4b  記述統計量（中等教育） 
 
変数 サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値
子供の中等教育への進学率 628 0.412 0.493 0 1
母の教育年数 628 6.521 3.909 0 16
父の教育年数 628 8.311 4.037 0 18
母の年齢 628 45.639 7.473 26 73
父の年齢 628 53.008 8.636 33 82
家計の土地面積（エーカー） 628 3.079 4.618 0 43
家計の資産総額（Ksh) 628 80202.83 190716 1170 2374350
家計の不労所得（Ksh) 628 20437.07 37975.6 0 300000
家計の家畜総額（Ksh) 628 52126.15 71657.97 0 715000
家計の農作物の種類数 628 10.715 3.957 0 28
家計の成人（20～59歳）構成員数 628 4.454 1.958 1 12
家計の60歳以上構成員数 628 0.339 0.58 0 2
家計の男児数 628 3.072 1.607 0 8
家計の女児数 628 2.798 1.779 0 8
私立小学校ダミー 628 0.08 0.271 0 1
女児ダミー 628 0.481 0.5 0 1
サブロケーションの小学校数 628 6.067 3.019 1 19
サブロケーションの中学校数 628 2.033 1.387 0 9  
 





によってコントロールを行っている。この手法に関しては Datt and Jolliffe（2005）を参照。   18 


























出所）RePEAT 2007 より筆者作成。 







家計の資産総額（1000 Ksh） -0.0011 (-3.41)***
家計の不労所得（1000 Ksh） -0.0004 (-0.24)


















Log likelihood =  19 


























出所）RePEAT 2007 より筆者作成。 







家計の資産総額（1000 Ksh） 0.0029 (3.69)***
家計の不労所得（1000 Ksh） 0.0052 (1.9)*


















Log likelihood =  20 























出所）RePEAT 2007 より筆者作成。 









家計の資産総額（1000 Ksh） 0.0341 (2.31)**
家計の不労所得（1000 Ksh） -0.2598 (-1.53)
家計の家畜総額（1000 Ksh） -0.1587 (-2.06)**
家計の農作物の種類数 2.7653 (2.05)**
家計の成人（20～59歳）構成員数 -8.2445 (-1.96)*
家計の60歳以上構成員数 5.8951 (0.45)
家計の男児数 15.8623 (4.92)***
家計の女児数 0.6817 (0.23)
私立学校ダミー -0.0125 (0)
女児ダミー 6.4853 (0.6)
サブロケーションの小学校数 4.0911 (1.71)*
サブロケーションの中学校数 -10.3824 (-2.68)***
県ダミー yes
州ダミー yes
245
0.4024
Number of Obs.=
R-squared =